
（単位：円）

貸借対照表
令和04年03月31日 現在

株式会社　Fun Japan Communications

資産の部

科目 金額

【流動資産】 444,103,285

現金及び預金 186,356,144

売掛金 207,056,141

貸倒引当金 △248,467

商品 1,980,041

プロジェクト費用 693,487

前払金 109,913

立替金 39,422

未収入金 970,679

前払費用 816,523

預け金 500

未収消費税等 15,726,902

差入保証金 30,602,000

【固定資産】 268,906,095

有形固定資産 313,953

建物 2

建物附属設備 155,523

器具備品 158,428

無形固定資産 267,872,142

ソフトウェア 267,872,142

投資その他の資産 720,000

差入保証金 720,000

  

  

資産の部合計 713,009,380

負債の部

科目 金額

【流動負債】 729,400,367

買掛金 172,685,498

短期借入金 519,004,000

未払金 9,357,254

未払費用 10,311,748

前受金 5,610,000

預り金 2,307,742

未払法人税等 950,000

賞与引当金 1,874,125

資産除去債務 7,300,000

【固定負債】 104,993,000

長期借入金 104,993,000

負債の部合計 834,393,367

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 △121,383,987

資本金 100,000,000

資本剰余金 1,092,721,040

資本準備金 1,092,721,040

利益剰余金 △1,314,105,027

その他利益剰余金 △1,314,105,027

繰越利益剰余金 △1,314,105,027

（うち当期純損失） △270,192,430

純資産の部合計 △121,383,987

負債・純資産の部合計 713,009,380



個別注記表

自 令和03年04月01日

至 令和04年03月31日

株式会社　Fun Japan Communications

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        

１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　商品…個別法による原価法 

　　　プロジェクト費用…個別法による原価法      

（２）固定資産の減価償却の方法

          ①有形固定資産…定率法を採用しております。ただし、建物及び附属設備については定額法を採用

　　　　　　　　　　　　　しております。

          ②無形固定資産…定額法を採用しております。

　　　　　③一括償却資産…取得価額10万以上20万円未満の有形固定資産及び無形固定資産は3年間の均等償却

　　　　　　　　　　　　　としております。

　　　　　なお、主な耐用年数は次の通りです。

　　　　　　建物、附属設備…3年〜6年

　　　　　　器具備品…3年〜6年

　　　　　　自社利用のソフトウェア…5年

　　　　　　のれん…8年

（３）引当金の計上基準

　　　　　貸倒引当金・・・・・・・売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

　　　　　　　　　　　　　　　　　は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

　　　　　　　　　　　　　　　　　勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

       　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）等を適用しており、約束した財又は

　　　　　サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

　　　

　　　　　認識しております。アジア向けプロモーション事業などの受託業務については、契約内容の義務を履行する

　　　

　　　　　につれて、サービスの提供を行っていると判断していることから、契約金額を対価として、契約期間にわた

　　　　　り収益を認識しております。

             

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

         　①消費税等の会計処理

             消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっております。

３．貸借対照表に関する注記

      

　　　（１）固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　有形固定資産の減価償却累計額　                     　   　16,650,791円

　　　



　　　（２）関係会社に対する債権及び債務

　　　　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,757,054円

　　　　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62,003,659円

３．損益計算書に関する注記

　　（１）関係会社との取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　営業取引による取引高

　　　　　　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　66,834,596円

　　　　　　　　　仕入高・販管費及び一般管理費　　　　　　　　　　　 　 35,864,670円

　　　　　　　　営業取引以外の取引による取引高

　　　　　　　　　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 2,038,652円

　　（２）減損損失

　　　　　①減損損失の内容は、次のとおりであります。

　　　　　　当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

　　　　　　場所：東京都港区本社　用途：その他　種類：のれん　金額：93,439,340円

　　　　　②のれんについては、会社単位でグルーピングしております。

　　　　　③減損損失の認識に至った経緯

　　　　　　日本通運㈱よりアジアデジタルマーケテイング事業の譲受けにより将来の収益獲得を見込んでい　　　　

　　　　　　たが、当初想定していた収益が見込めなくなったため、当該事業にかかるのれんについて、その

　　　　　　帳簿価格全額を減損損失として計上しております。

　　　　　　　なお、当該資産の回収可能性価額は、使用価値により想定しており、将来キャッシュ・フロー

　　　　　　がマイナスであると見込まれることから、回収可能価額はゼロと算定しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　　（１）当事業年度末における発行済み株式の数 　　　　　　　            　 15,000株

　　　　　発行株式はいずれもすべて普通株式であります。

　　（２）剰余金の配当に関する事項

　　　　　①配当金支払額等

　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　②基準日が当事業年度末に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

　　　　　　該当事項はありません。

５．一株当たり情報に関する注記

　　　一株当たり純資産額　　　　                                            △8,092円26銭

　　　一株当たり当期純利益金額                                             △18,012円82銭

６．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はございません。

　　　　　                                                                    以上


